
財政赤字はなぜ拡大したのか?*

一一政治的環境の変化と 90年代の財政運営一一

中里透

概要

本稿では 1990年代に財政赤字の拡大が生じた理由について，政治的環境の変化に留意

しつつ検討を行なった.本稿の分析によれば，現実の財政赤字の相当程度はこの関に日本

経済に生じたショックに対する適切な反応(課税平準化)の結果としてとらえられるが，

課税平準化のもとでの「最適な」赤字の水準と比較した場合に現実の財政赤字はなお過大

なものとなっており，経済的要因以外の理由によって財政赤字のさらなる拡大が生じた可

能性が示唆される.財政赤字と政治的環境の関係を扱った一連の研究によれば，連立政権

への移行や政権基盤の脆弱化が財政赤字の拡大につながる可能性があることから， r過大
な」財政赤字を政治的要国によって説明する推定を行なったところ，内閣支持率や衆議院

における自民党議席率が「過大な」財政赤字と有意な負の相関をもっていることが確認さ

れた.この推定結果は 90年代に生じた政治的環境の変化(連立政権への移行と政権基盤

の脆弱化)と財政赤字の拡大の聞に一定の関係があることを示唆するものである.
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1.はじめに

90年代入り後の自本経済の長期停滞はいまや 10年を超え， I失われた 10年Jは「大停

滞Jと呼ばれるようになった.この間，政府は決して手をこまねいていたわけではなく，

財政・金融両面にわたってさまざまな政策努力が積み重ねられてきた.財政政策について

いえば， 90年代を通じて拡張的な運営が図られてきたが， 700兆円に及ぶ政府長期債務が

残された一方で，その政策効果は本格的な景気回復に結びっくものとはならなかった.

90年代の財政運営を評価する視点としては，拡張的な財政政策が期待されたほどの政

策効果をもち得なかったのはなぜなのか，という問いかけとともに，財政赤字の拡大と政

府債務の累増はいかなる要因によって生じたのか，というもうひとつの問題設定が可能で

あろう.後者の問題に対する標準的な回答としては， 90年代に日本経済に生じたマイナ

スのショックが非常に大きく，したがって政策対応も大幅なものとならざるを得なかった

ため，という説明が考えられる.もちろん，財政赤字の拡大の相当程度がこの要因によっ

て説明できることは確かであるが，それと同時に 90年代に生じた政治的環境の変化が財

政赤字を拡大させる方向に働いた可能性についても十分な考慮が必要であるように思われ

る.というのは，自民党単独政権から連立政権への移行，内閣の存続期間の短期化，大蔵

省の政治的影響力の低下といった環境変化は，いずれも財政赤字の拡大につながる要因と

して作用する可能性があるからである1) そこで，本稿では， 90年代に生じた政治・行政

上の変化を振り返りながら，財政赤字と致治的環境の関係について実証分析を試みること

にしたい.

本稿の次節以蜂の構成は以下の通りである.まず，第2節では， 90年代に生じた財政

赤字のうちどの程度が経済的要因によって説明できるかを課税平準化仮説 (taxsmoothing 

hypothesis)の枠組みを患いて分析する.この分析からは， 90年代に日本経済に生じたシ

ョックの大きさを考慮しでもなお「過大なJ財政赤字が生じたことが示される.第3節で

は，このような財政赤字の拡大が， 90年代に生じた政治的環境の変化によってもたらさ

れたものである可能性について，先行研究を踏まえながら検討し，それをもとに政治的環

境の変化が財政運営に与える影響について実証分析を行う.第4節では，第2節と第3節

で行なった分析をもとに， 90年代に財政赤字の拡大が生じた理由について検討する.第5

節は本稿の結論部分である.

1)樋渡・三浦 (2002)は90年代を日本政治における「流動期」ととらえ，流動期における政権の特徴として

「強弱Jr連立Jr短期Jの3つをあげている.
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2.経済的要因に基づく説明

2. 1 課税平準化仮説

90年代に生じた財政赤字の拡大については，それが「過大Jなものであったか「過小」

なものであったかをめぐって依然として議論が続いている.90年代の停滞を需要不足に

よるものとする論者からは，適切な財政金融政策の実施によって景気回復を図ることが十

分可能であったにもかかわらず，政策対応がいつも“toolittle， too late" (後手にまわり，し

かも小出し)であり，しかも景気回復の兆しが見えるとすぐに緊縮的な方向への政策転換

が図られて，景気の順調な田復が妨げられてきたという主張がなされる2) したがって，

この見解によれば， 90年代の財政赤字は望ましい水準よりも「過小」であったというこ

とになる.一方， 90年代の停滞を生産性の低下や金融機能の致損等構造的な要因による

ものとする論者の見解にしたがえば，従来型の公共事業を中心とする景気対策によっては

景気の持続的な回復を図ることは不可能であったにもかかわらず，構造的な問題を先送り

するためにその場しのぎの対策が繰り返し実施され，結果として「過大な」財政赤字が生

じてしまったということになる.このいずれの見方が適切なものであるかは， 90年代以

降の停滞のどの程度が需要不足によるなのか(あるいは構造的要因によるものなのか)に依

存するが，この点については現在も論争が続けられており，ここで明確な判断を示すこと

は難しい3) ただ，仮に財政政策が景気対策としては有効性をもたないとしても，経済に

生じたマイナスのショックに対して公債発行(財政赤字)によってそのショックを吸収す

ることは資源配分上効率的な措置であり (Barro(1979))，この観点から実際に生じた財政

赤字のどの程震が「過大なjものであったのかを判断することが可能である.

経済に生じた一時的なショックに伴う税収や財政支出の変動に対しては公債発行(財政

赤字)によって対応することが望ましいとする課税平準化の理論は，現実の経済において

は一括国定税が利用可能でないというところから出発する.この場合，課税は貯蓄や労働

供給に影響を与え，資源配分の歪み(超過負担)をもたらすことになるが，課税による超

過負担は近似的に税率の 2乗に比例するから，異時点関の税率の選択にあたって課税のコ

ストを最小にするためには(恒常的なショックが生じない限り)時間を通じて税率を一定に

保つことが最適となる.したがって，この場合には，税収と財政支出の一時的な議離は公

2)この立場からの代表的な見解については植草 (2001)，出家 (2001)を参賠のこと.

3)この点については林 (2003)の見解とそれに対する深尾 (2003)，吉川 (2003)の反論を参照のこと.
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債発行によって調整することが適切で、あり，ここから最適な財政赤字の水準を求めること

ができる.このようにして最適な財政赤字の水準を求めることができれば，これを現実の

財政赤字とよヒ較することで「過大なJ財政赤字の大きさを求めることが可能になる.以下

では，このアイデアに基づいて，各時点における「過大な」財政赤字の大きさを具体的に

推計し， 90年代に生じた財政赤字が経済的な要因によってどの程度説明できるのかを検

討することにしよう.

2.2 r過大なj財政赤字の大きさ

課税平準化のもとでの最適税率引(三 TtlYt) は，税率がランダム・ウオーク過程にした

がうという条件

E[τt+ilQtJ τt (i孟1) (1) 

と政府の通時的な予算制約

エ(1+r)一(s-t)Tsロエ (1十r)一(s-t)Gs十Bt (2) 
s=t s=t 

をともに満たすので，これらの条件を利用すれば最適な財政余剰(赤字)の水準を求める

ことができる4) ここで，Tt， Gt， Ytはそれぞれt期の税収，矛リ払い費を除く政府支出

(以下「一般歳出Jという .) ，所得であり ，Btはt期首の公債残高，Qtはt期において利用

可能な情報の集合である.また rは利子率であり，時間を通じて一定であるものと仮定

する.

Campbell and Mankiw (1989)で示された対数線形近似の方法を利用すると，政府の通

時的な予算制約式(2)は，

St =エpi(iJgt+i一 (1/8)iJtt十J (3) 

と書き換えられる.ここで St= (1/8) tt -gt一((1 8) 18) bt， gtロlnGt， ttロlnTt， bt = ln Bt， 

iJgt = gt -gt-I， iJtt = tt tt-lであり pとOは1よりわずかに小さい定数である.最適化

の1階条件である(1)について

E [ln Tt+i I QtJ = ln Tt 

が近似的に成立し， (4)のもとで

4)以下に示す最適財政余剰(赤字)の導出は Huangand Lin (1993)の方法によっている.
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E [Lltt+iI DtJコ E[LlYt+i I DtJ 

となることを利用すると，Dtという情報セットのもとでの最適な財政余剰st*は，

St* E[エpi(Llgt十i-(l/B) LlYt+i) I DtJ (5) 

となる.ここで，Yt = ln Yt， LlYtコYt-Yt-1である.(5)の右辺の Llgt+iは将来時点における

財政支出の増加率であり ，LlYt+iはGDPの成長率(税収の増加率に対応)なので， (5)は現

時点において利用可能な情報セット仏のもとで，将来の歳出増が見込まれる場合にはそ

れに備えて現在の財政余剰幅を拡大させ，税収の増加が見込まれる場合には余剰幅を縮小

させることが適切な財政運営ルールであることを示している.

次に， (5)の期待値記号をはずすために，St， Llgt， LlYtの3変数からなるp次の VARモ

デル

Xt口 C(L) Xt -1 + Ut (6) 

を考える.ここで，Xt三 (St，， Llgt， LlYt)， C (L) = Co + C1 L 十一・+C p -1 L p -1 (Lはラグ・オ
ペレータ)であり ，Utは3変数からなるベクトル・ホワイトノイズである.データをス

タックして Zt=(St，…St-p+1" Llgt，…Llgt-p十1，LlYt， "'LlYt-p+1) とおき(6)を書き換えると

Ztコ AZt-1十日 (7) 

となり ，E(Zt+dDt) =Ai Ztとなることを利用して(7)を書き換えると

S* = t Ztコエ (h'一(l/B)k') pi Ai Zt = (t十h'… (l/B)k〆)piAiZt (8) 

が得られる.ここで，l， h， kはそれぞれ1番目，p+1番目，2p+1番目の成分が1でそ

の他の成分が0である 3p個の成分を持つ列ベクトルである.そこで， (6)で与えられる

VARモデルを推定し，係数行列 C(L) の推定値を求めれば，それをもとに(8)から♂を

求めることができる 5)

図1は， 1957年度から 2000年度までの期間を対象に，国の一般会計ベースでみた場合

の最適な財政余剰♂と現実の財政余剰 Sを推計し，それをもとに基礎的財政収支(対

GDP比)の最適値と実績値を計算して，その時系列的な推移を示したものである.これに

よると，均衡予算原則のもとで財政運営が行われていた 1964年以前の期間については，

現実の財政余剰が最適な水準をやや上回っており，過大な財政黒字が生じていたことがわ

5) (8)の導出に至る手続きの詳細については中里 (2000) を参照のこと.
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図 1 基礎的財政収支の動向
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かる.その後，両者の系統的な議離はみられなくなったが， 70年代に入ると，一時両者

の議離幅が対GDP比でみて 1%程度に達するなど，現実の対政赤字が最適な水準を大幅

に上回る状況が続き，この間に過大な財政赤字が生じたことがわかる.80年代に入ると，

財政赤字は急速に縮小し，過大な財政赤字も解消に向かったが， 90年代入り後再び財政

赤字が過大になる傾向がみられ， 98年度以降は第 1次石油危機後の水準に並ぶ過大な赤

字が生じている.このように， 90年代に生じた財政赤字は，この間に日本経済に生じた

ショックの大きさを考慮しでもなお過大で、あったものと判断される.

3.政治的要因に基づく説明

3. 1 データからの推灘

前掲図 1をもとに，財政赤字の時系列的な推移をこの聞に生じた政治的環境の変化と併

せて考えると，政治的環境が財政赤字の動向に一定の影響を及ぼしている可能性がうかが

われる. 70年代入り後の過大な財政赤字が生じた時期は，全国各地に革新自治体が叢生

し，保革伯仲状況が出現した時期にあたっている6)7) また，過大な財政赤字が解消に向

かった 80年代前半は，保守回帰の動きが明確になった時期に対応する.90年代に入り，

細川内閣以降，政策運営は基本的に連立政権のもとで行われるようになったが，これと機
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をーにして，再び過大な財政赤字が生じるようになった.衆参両院における自民党議席率

の推移(図 2) を「過大なJ財政赤字の推移(前掲図1)と見比べてみても，両者の時系列

的な推移には一定の相関があることがうかがわれる.

そこで，以下では財政赤字の拡大を政治的要因によって説明する仮説を提示し，それを

踏まえて政治的環境と財政赤字の関係について実証分析を試みることにしたい.

3.2 仮説

財政赤字の拡大と政治的環境の変化を結び付ける仮説としては，以下のようなものが考

えられる8)9)

(1)連立政権への移行と政権基盤の脆弱化

93年8月の細川内閣発足以来 第 2次橋本内閣から小潟内閣発足当初にかけての一時

期を除くと，政策運営はさまざまな政党の組み合わせによる連立政権のもとで行われてき

関2 自畏党議席捺の推移
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6)都道府県知事についていえば， 1971年の統一地方選で黒田了ーが大阪府知事に当選した後， 72年には埼玉

県，関山県，沖縄県， 74年には滋賀県，香川県， 75年には神奈川県，島根県で革新系の知事が相次いで誕

生した.

7) 71年7丹に実施された参院選において，自民党は改選前の 135議席から 6議席減の 129議席となり，参議

院の過半数 127議席をわずかに 2議席上居るだけとなった.

8)財政赤字と政治的環境の関係を扱ったサーベイ論文として Alesinaand Perotti (1995)がある.

9)樋渡 (2002) は政党と経済問体の相互依存関係に着冒して 90年代に財政赤字の拡大が生じた理由を説明し

ている.以下の仮説は樋渡 (2002) と相互に補完的である.
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た.連立政権のもとでの政策運営については，村山内閣において顕著にみられたように，

政策選好の異なる政党間で政策対応に現実的な歩み寄りがみられ，従来よりも政策調整が

進みやすくなったという面もあるが，連立の枠組みの維持が優先されるあまり，利害対立

の深刻化が懸念される問題の解決が先送りされる傾向がみられたことも否定できない10)

このように連立政権のもとで利害対立を伴う問題が先送りされ，結果として財政赤字の拡

大が生じやすくなることについては Alesinaand Drazen (1991)が理論的な説明を与えて

いる.いま，経済に生じた恒常的なショックによって財政赤字が発生したとしよう.この

場合，社会的厚生の観点からはすぐに安定化(増税)を行なって赤字を解消することが適

切であるが，連立政権等政策選好の異なる政党の間で政策決定が行われている場合には，

しばらく様子見をすることで連立に参加している他の政党(の支持基盤である利益集団)に

安定化のコストのツケ回しをすることが可能になる場合があることから，様子見によって

負担の先送りが行われる分だけ財政赤字の拡大が生じることになる.安定化のコストを転

嫁することのメリットは，意思決定に参加している政党の数が多いほど，また，各政党の

政策選好が異なっているほど大きくなるものと考えられることから，連立政権を講成する

政党の数が多くなり，政権基盤が脆弱になるほど，過大な財政赤字が生じることが予想さ

れる.この推測については， Roubini and Sachs (1989) を契機として， OECD加盟国の

データをもとに計量的な手法による分析が行われており， 90年代入り後に生じた日本の

財政赤字を説明するうえで有力な仮説のひとつと考えられる11)

(2)政権交代の可能性

90年代に生じたもうひとつの変化は，自民党に代わって政権を担当する能力をもった

野党が出現したことである.94年12月に誕生した新進党は，結党時点で衆議院議員 178

名，参議院議員 36名を擁する大政党であり， 95年7月の参院選では比例区で自民党を上

回る票を獲得した.このような政権担当能力をもった野党の出現によって政権交代の可能

性が高まると財政赤字が拡大することがAlesinaand Tabellini (1990) によって示されて

いる.いま， 2大政党制のもとで政策運営が行われている状況を考えよう.2つの政党は

異なる政策選好をもって党派的に行動しているものとし，ここでは保守政党が防衛力の強

化に，革新政党が福祉の充実に強い選女子をもっているものと仮定する.課税平準化のもと

での最適な経路から始めて，現在の与党が公債を追加発行し，来期に増税によって公債の

10)細川内閣以降の連立政権のもとでの政策運営の評価については草野(1999)を参照のこと.

11)内閣総理大臣の在職期間をみると，岸内鵠から宮津内閣までの平均在職期開が 1，022日であるのに対し，細

川内関から森内閣までの平均在職期開は 471日となっており，近年における政権基盤の脆弱化がうかがわれ

る.
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償還を行う状況を考えると，国債の追加発行に伴うコストは，来期の増税によって超過負

担が増加することと来期の歳出(防衛費または福祉予算)を抑制しなければならないことの

2つということになる.いま仮に現在の与党が保守政党であるとすると，保守政党が来期

も引き続き政権にとどまりつづけるならば，この 2つのコストはともに内部化されるが，

来期に保守政党が野党に転落して革新政党のもとで政策運営が行われる可能性が高い場合

には，今期に公債を追加発行した分だけ来期に福祉予算を削減しなければならないことの

コストは考慮されず，来期の課税に伴う超過負担のみが考慮される形で財政運営が行われ

るため，保守政党がヲiき続き政権を担当する場合よりも過大な財政赤字が生じることにな

る.別の見方をすれば，来期に野党に転落する可能性が高い場合，現在の与党は意図的に

公債発行を増やすことで来期の公債償還に伴う負担を増加させ，それによって現与党から

みて望ましくない歳出が来期に増加しないよう，来期の与党(現在の野党)の政策選択の

余地を狭めることができるのである.この見方にしたがえば，政権基盤が脆弱で近い将来

野党に転落する可能性が高いほど財政赤字が拡大することになるから，この見方も 90年

代に生じた政治的環境の変化と財政赤字の拡大を結び付けるもうひとつの仮説としてとら

えることができる.

(3)政権維持のための「補償J

財政赤字の拡大と政治的環境の変化を結び付けるもうひとつの仮説は，政権基盤を揺る

がすような「危機J(crisis)に直面するたびに，自民党が(潜在的な)支持者層に対する

「補償J(compensation)を行なって支持基盤を強化してきたことから，政権基盤が脆弱化

した時期に財政支出の増加(と財政赤字の拡大)が生じるというものである (Calder

(1988)) .たとえば， 1973年における小企業等経営改善資金(いわゆるマル経融資)の創設

は， 71年の参院選の結果保革伯仲状況が出現し， 72年の衆院選でも自民党が不振であっ

たことを受けてとられた措置である12) 90年代についていえば，都市再生事業が自民党

の重点施策となった背景には都市部における自民党の退潮という現象があるし，地域振興

券の配布や児童手当の拡充にも，公明党との連携を強化し，政権基盤を安定化させようと

いうねらいがあった.これらのエピソードは，いずれも過大な財政赤字が生じた時期と対

応しており，政権基盤の脆弱化と財政赤字の拡大を結び付けるもうひとつの説明として注

目される.

12) 72年の衆院選で共産党は 14議席から 40議席へと大!掘に議滞数を増やしたが，その背後には民主高工会

(民酪)による中小事業者の取り込みがあったとされる.マル経融資は，商工会議所の推薦を経て融資の申

し込みが可能になるというスキームをもつことからも推察されるように，民高対策を目的として創設された

ものである.
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(4)財政当局の影響力の低下

予算編成における政治的意思決定過程 (budgetpolitics)において政党とならんで重要な

アクターは財政当局であるが，この点についても 90年代に大きな変化がみられた.93年

8月に発足した細川内閣は，官僚支配の打破を唄っていたが，与党としての経験不足もあ

って実際の政策運営は各省庁に多くを依存しており，とりわけこの時期大蔵省の影響力が

従来以上に強まった.その象徴的な出来事が国民福祉税構想、である13) しかしながら， 94 

年6月に村山内障が発足し，自民党が与党に復帰すると，大蔵省は厳しい批判にさらされ，

いわゆる二信組問題に絡む職員の不祥事が発覚すると，批判は大蔵省の組織のあり方の見

直しにまで及ぶようになった14)15) その後，大蔵省に対する批判は，財政と金融の分離と

いう大蔵省組織の具体的な改革の動きにつながるとともに，内閣府(経済財政諮問会議)が

予算編成過程に制度上明確に関与するという形で予算編成過程の分権化が試みられること

になる16) このような組織改革は，さまざまな権限が大蔵省に集中することの弊害を是正

しようという試みであったが，財政運営の効率性という観点から見ると，このような組織

再編によって財政当局の影響力が低下することは財政規律の弛緩を招き，財政赤字の拡大

をもたらす要困となる可能性もある.というのは，予算編成において財政当馬(査定官庁)

が他省庁(要求官庁)に優越する力をもっている場合には，各分野の事業の費用と便益が

財政当局において総合的に勘案され，費用負担が内部化されるのに対し，そうでない場合

には各事業の実施に伴う費用が適切に認識されず，歳出が過大なものとなってしまう可能

性があるからである17) 90年代に財政赤字が拡大した原因としては，このような財政当

の影響力の変化にも留意する必要がある.

13)国民福祉税構想は，小沢一郎新生党代表幹事と斎藤次郎大蔵省事務次官を中心とするごく一部の関係者のみ

によって企留され，与党内での合意形成の手続きを経ずに縮川首相によって公表された.もっとも，このた

めに，さきがけ(武村正義官房長官)と社会党から強い反発を受け，間構想はすぐに撤回せざるを得なかっ

た.

14)東京協和・安全両信用組合の処理策をまとめる過程で，田谷賢明東京税関長と中島義雄主計局次長が東京協

和信用組合の高橋治則理事長から過鵜な接待を受けていたことが明らかになり，これを契機として大蔵省に

対する批判が強まった.その後も金融検査部や証券局等における不祥事が相次いで、発覚し，事務次官や馬長

クラスの幹部が事実上の引責辞任の形で退イ壬するなど混乱が続いた.この間の経緯については五十嵐

(1995) ，塩田 (1995)，真部~ (1997) を参照のこと.

15) この時期に大蔵省に対する批判が強まったことについては，自民党が下野していたときに大蔵省が自民党に

対してとった対応にそのー悶があるといわれている.真部 (1997) は， r今まで親子の関係だと患ってきた
が，本当は速い親戚ぐらいだなJという加藤紘一政調会長のコメントを紹介している.

16) もっとも，金融庁のスタッフの多くは財務省からの出向者で占められており，いわゆるノーリターンルール

の適用も審議官クラス以上の幹部に限られている.また，内閣府についても，予算のフレームを決定する重

要なポストの多くは財務省の出向者によって占められている.

17) Perotti and Kontpoulos (2002)は， OECD加盟 19か国のパネルデータをもとに実証分析を行い，省庁数

が多い国では歳出規模や財政赤字が大きくなる傾向があることを示している.
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以上の点をまとめると，課税平準化のもとでの最適な水準を超える「過大な」財政赤字

の発生を説明する要因としては，政権基盤の強さと財政当局の影響力の程度が候補として

あげられることになるが，財政当局の影響力の低下については 90年代の財政赤字の拡大

を説明する要因として現実的な妥当性が低いものと判断される.というのは，大蔵省に対

する批判が高まり，大蔵省改革が具体的に検討されていたのと同じ時期に，消費税率の引

き上げが閣議決定され(村山内閣)，財政構造改革に向けた取り組みが行われた(橋本内欝)

からである.そこで，以下では，政権基盤の強さに焦点を当てて， I過大な」財政赤字と

政治的環境の閣にいかなる関係がみられるかを実証分析によって確認することにしよう.

3.3 実証分析の方法とデータ

実証分析は 2.2で求めた「過大な」財政赤字を政治的環境を表す変数に回帰するという

方法で行う.政治的環境を表す変数としては，衆参両院における自民党議席率と内閣支持

率を利用する.55年の保守合同後，細川・羽田両内閣の時期を除くと，政策運営は自民

党政権の枠組みのもとで行われてきたから，政権基盤の脆弱性を表す変数としては，まず

自民党議席率をとりあげることが適切である 18)

もっとも， I党高政低」という言葉に象徴されるように，内閣(総理大臣)と自民党(執

行部)の意向は常に一致しているわけではなく，両者の聞には一定の緊張関係が存在する.

この場合に政策運営のスタンスをめぐって政府(内閣)がどの程度主導権をもち得るかは

世論の動向にも依存するものと考えられることから，推定にあたっては自民党議席率に加

えて内閣支持率を説明変数に加えることにする19)20). 3.2節の議論を踏まえれば，自民党

議席率と内閣支持率はともにマイナスの符号をもつものと予想される.推定期間は 1961

年から 99年までを対象とし，年次データをもとに推定を行うことにする21)

18) 90年代に連立政権が常態化した背景には自民党が参議院において過半数軒れを起こしたという事情があり，

このことがその後の政策運営における大きな制約条件になっている可能性がある.

19)内閣支持率のデータについては，長期にわたる時系列データが利用可能な時事通信社・中央調査社の世論調

査データを利用する.

20)増出 (2001)は，内閣総理大臣の辞任確率が在任期間だけでなく，政権基盤の蛇弱性(与党議席率等)や世

論の動向(内閣支持率)にも依存することを実証分析によって示しており，この点からも自民党議席率と内

閣支持率を説明変数とすることの妥当性が支持されよう.

21)推定期間の始期が61年からであるのは，内閣支持率について長期にわたって継続性のあるデータが60年か

らしか利用できないためである.また，推定期間の終期が99年であるのは，長期にわたって遡及計算の行

われている 68SNAベースの国民所得統計が93SNAへの移行に伴い 99年までしか利用できないためである.
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3.4 推定結果

3.3で示した方法・データをもとに推定を行なった結果が表lに示されている.(1)は衆

参両院の自民党議席率と内閣支持率をともに説明変数として推定を行なった結果であるが，

これによると衆参両院の自民党議席率は(符号条件はあっているものの)有意で、ないのに対

し，内閣支持率は有意で符号条件も満たしている.(2)は衆参両院の自民党議席率の推移に

高い相関がみられることから(前掲図 2)，この点を踏まえて参議院の自民党議席率を説明

変数から除外して推定を行なったものであり，この場合には自民党議席率も有意で符号条

件もあっている.これに対し，衆議院の自民党議席率を除いて推定を行なった(3)では，符

号条件は満たしているものの相関は弱いものにとどまっている.(4)から(6)は財政運営にラ

グが存在することを踏まえて，自民党議席率と内閣支持率について 1期前のデータを利用

して推定を行なった結果であるが，定性的な結論は(1)----.(3)と同様である.

このように，政権基盤の強さを規定すると考えられる要因のうち，衆議院における自民

党議席率と内閣支持率は「過大なJ財政赤字の大きさに有意なマイナスの影響を与えてい

るのに対し，参議院の自民党議席率は十分な説明力をもたないというのが推定結果から得

られる結論である.

表 1 政治的環境と財政赤字

被説明変数:r過大なJ財致赤字(対GDP比)
説明変数 (1) (2) (3) (4) (5) (6) 

定数項 2.559 2.465 2.250 2.418 2.422 2.124 

(0.002) (0.002) (0.003) (0.002) (0.001) (0.005) 

自民党議席率(衆議院) 0.020 一0.024
(0.232) (0.031) 

自民党議結率(参議院) -0.007 -O. 022 

(0.713) (0.086) 

内閣支持率 -0.026 -O. 026 -O. 027 

(0.012) (0.011) (0.010) 

自民党議席率(衆議院・ 1期ラグ) -0.022 -O. 022 

(0.293) (0.061) 

自民党議席率(参議説・ 1期ラグ) 0.0002 0.017 

(0.990) (0. 185) 

内閣支持事 (1期ラグ) 0.029 -O. 029 0.030 

(0.000) (0.000) (0.000) 

自由度修正済決定係数 0.268 0.285 0.259 0.310 0.329 0.292 

(注)各変数のカッコ内の計数p値である.
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4.議論

ここでは，第 2節と第 3節で行なった分析をもとに， 90年代に財政赤字の拡大が生じ

た理由について検討することにしよう.前掲図 1をもとに 90年代の財政赤字の動向を振

り返ると， 90年代入り後の景気後退をうけて 94年に基礎的財政収支が黒字から赤字に転

じたが，これとともに「最適なJ財政収支も赤字化するようになった.その後， 96年か

ら97年にかけて財政収支は改善に向かったものの， 97年11月に生じた金融システムの

不安定化をきっかけに景気が急速に悪化したことから， 98年以降「最適な」財政赤字が

拡大するとともに現実の財政赤字もそれを上回る幅で拡大した.このように， 90年代に

財政赤字の拡大が生じた基本的な理由は，この間に日本経済に生じたマイナスのショック

が非常に大きなものであったという経済的要因によるものと判断される.橋本内閣によっ

て企図された財政構造改革が金融システムの不安定化によって中断を余儀なくされたこと

は，その象徴的な出来事といえよう.

もっとも，第2節でみたように， 90年代の財政赤字はこの間に生じたショックの大き

さを考慮しでもなお過大な水準で推移しており，第3節の推定結果からは連立政権への移

行と政権基盤の脆弱化が財政赤字の拡大につながったことが示唆される. 93年に自民党

が下野する契機となったのは，宮津内閣不信任決議案に向調した羽田グループが自民党を

離党し，このために自民党が衆議院において過半数割れをきたしたことにあったが，参議

院においては 89年以降過半数割れの状況が続いており(前掲図 2)，基本的にはこのこと

が連立政権による政策運営を不可避なものとし，その後の政策選択の可能性を制約してい

る22) ただし，第 3節の実証結果によれば，財政赤字の拡大に有意な影響を与えるのは衆

議院における自民党議席率のみである(参議院における自民党議席率は有意な説明力をもたな

い)ことから，政権基盤の脆弱性が財政赤字の拡大をもたらしているとしても，それが連

立政権の不安定性によるものであるかは明らかでなく，推定結果の解釈にあたってはこの

点に留意が必要である.

22)財政運営に関していえば，予算案については衆議院の優越の規定があることから参議院における過半数割れ

は大きな支障をきたさないが，予算関連法案については衆参両院において可決成立させる必要があり，この

ために参議院における過半数説れは全体として大きな制約となる可能性がある
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5.結論

本稿では 1990年代に財政赤字の拡大が生じた理由について，政治的環境の変化に留意

しつつ検討を行なった.本稿の分析によれば，現実の貯政赤字の相当程度はこの間に日本

経済に生じたショックに対する適切な反応(課税平準化)の結果としてとらえられるが，

課税平準化のもとでの「最適な」赤字の水準と比較した場合に現実の財政赤字はなお過大

なものとなっており，経済的要因以外の理由によって財政赤字のさらなる拡大が生じた可

能性が示唆される.財政赤字と政治的環境の関係を扱った一連の研究によれば，連立政権

への移行や政権基盤の脆弱化が財政赤字の拡大につながる可能性があることから， r過大

なJ財政赤字を政治的要因によって説明する推定を行なったところ，内関支持率や衆議院

における自民党議席率が「過大な」財政赤字と有意な負の相関をもっていることが確認さ

れた.この推定結果は 90年代に生じた政治的環境の変化(連立政権への移行と政権基盤の脆

弱化)と財政赤字の拡大の関に一定の関係があることを示唆するものといえよう.

本稿の分析では，政治的環境の変化が貯政赤字の拡大につながる可能性があることを明

らかにすることができたが，それが3.2節で示したいずれの要因によって生じたものであ

るかは未解決のままである.この点についてより詳細な分析を行うことが，今後の課題と

して残されている.
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